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まえがき 
 

令和元年 6 ⽉に公表された「認知症施策推進⼤綱」では、これまでのオレンジプラン、
新オレンジプランと引き継がれてきた基本的な考え⽅や施策の流れに、今⽇的な要素が加
えられ、2025 年までの進むべき⽅向性が⽰されました。認知症対応⼒向上研修については、
「3. 医療・ケア・介護サービス・介護者への⽀援」の中で、“医療従事者等の認知症対応⼒
向上の促進”として位置付けられています。 

現在、認知症対応⼒向上研修は、かかりつけ医認知症対応⼒向上研修をはじめ、⻭科医
師、薬剤師、病院勤務の医療従事者と職種を拡げながら、修了者の認知症対応⼒向上はも
ちろん、修了者同⼠の連携の基礎となる研修として展開されています。 

その中で、これまで研修機会が必ずしも⼗分ではなかった、診療所勤務の看護師、⻭科
医療機関の⻭科衛⽣⼠、介護サービス事業所の医療従事者等を対象とした認知症対応⼒向
上研修の提供が求められていました。地域の医療・介護の“事業所・拠点として”の認知症対
応⼒の向上を図る観点からも、これらの職種を対象とした研修の準備が急がれました。 

本年度の事業では、かかる要請を踏まえ、新たに「病院勤務以外の看護師等」向けの認知
症対応⼒向上研修のカリキュラム検討および研修教材の作成を⾏いました。具体的な検討・
作業の経緯、また、研修教材（テキスト・講義スライド・動画教材）は報告書等において整
理・提供していますので、次年度以降の研修等において活⽤されることを期待しています。
地域の専⾨職・拠点の認知症対応⼒向上の⼀助となれば幸いです。 

もっとも、教材はコロナ禍の状況下でモデル研修の試⾏や多くの先⽣⽅の評価を⼗分に
受けることができなかった点もあります。初版となる研修教材については、地域での実践
検証となりますが、受講者の皆様また講師を担当される先⽣⽅より多くの評価・ご意⾒を
フィードバックして頂けましたら幸いです。 

引き続き、認知症対応⼒向上研修の充実に向けて取り組んでいきたいと思います。 
 
 
      令和３年３⽉ 
 

令和２年度 ⽼⼈保健事業推進費等補助⾦（⽼⼈保健健康増進等事業分）      
病院勤務以外の看護師等に対する認知症対応⼒向上研修 
のあり⽅に関する調査研究事業 
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Ⅰ 事業概要  

 

 1  事業名  
病院勤務以外の看護師等に対する認知症対応⼒向上研修のあり⽅に関する調査研究事業 

 

 2  事業⽬的  
現在、病院勤務の医療従事者向けの認知症対応⼒向上研修は実施されているが、研修内容は、認知

症の⼈の⼊院期間および⼊退院時の対応を中⼼とするものである。⼀⽅で、在宅や地域の場で活動する、
診療所や訪問看護ステーション、介護保険施設等の病院勤務以外の看護師等の医療従事者については、
体系化された研修が提供されていない現状にある。 

診療所や訪問看護ステーション等は、住み馴れた地域で在宅⽣活を継続する認知症の本⼈および家族
にとって、⾝近で必要不可⽋な拠点であり、それらに勤務する看護師等の医療従事者の認知症対応⼒の
向上は、地域における循環型の仕組みの構築推進に⼤きな役割を果たすことが期待される。 

本事業では、病院勤務以外の看護師等の医療従事者の実情に応じ、①受講しやすい研修体系の検討
を⾏うとともに、②研修カリキュラム及び教材等の開発を⾏うことを⽬的とする。 

 
 3  実施体制  

事業全体の⽅向性、病院勤務以外の看護師等向けの認知症対応⼒向上研修の⾻格を⽰す委員会

(親)と、同研修の具体的なカリキュラム検討・教材作成を効率的に実施するための教材制作班を設置して、

作業を⾏う体制とする。 

 

 4  実施期間   
    令和２年６⽉ 11 ⽇（内⽰⽇）〜 令和３年３⽉ 31 ⽇ 

 

 5  事業内容 

  5-1  事業の具体的な内容 

病院勤務以外の医療従事者に期待される役割、そのために必要な認知症対応⼒の内容と程度等に

ついて検討し、研修として実施・展開された際のゴールを共有する。 

その上で、①受講対象となる病院勤務以外の医療従事者が受講し易く、かつ、都道府県・指定都市

（委託団体等）が実施し易い研修の形態・実施⽅法等を検討する。そして、②イメージされた修了者像

から⽴ち返り、到達⽬標、研修カリキュラムの検討、さらに具体的な教材の開発を進める。 
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具体的な事業内容は、以下の通りとする。 

➊委員会および教材制作班の設置 

主な研修対象として設定する病院勤務以外の医療従事者について、業務の現状や必要な対応⼒の

検討を⾏うため、医療関係団体からの推薦委員、診療所医師、認知症看護認定看護師、学識者等か

ら構成される委員会を設置した。 

また、教材制作は、既存の他の認知症対応⼒向上研修の教材も参照・活⽤しながら進めることを念

頭に、特化した班会議を設置して集中的に作業を進める体制とした。 

❷教材説明のための情報提供 

事業終盤には、作成された教材について、研修の実施主体となる都道府県・指定都市の⾃治体担当

者および講師として想定される認知症看護認定看護師等を対象に、研修の⽬的・背景を含めた研修教

材説明の情報提供を⾏った。（当初、教材説明会の開催を計画していたが、コロナ禍の状況に応じて、

DVD収録・配布の⽅法とした） 

❸研修の実施運営の⼿順等の検討 

事業の成果物として、研修教材（講義テキスト、スライド、動画教材等）が提供された後、都道府県・

指定都市等における企画⽴案、研修運営、評価等にかかる検討も⾏い、報告書に収載することを⽬指す。 

 

  5-2  委員会体制および開催状況 

【委員会】                                  〈50 ⾳順、敬称略〉 

   ⽒名 所属等 役職 

1 委員⻑ 粟⽥ 主⼀ 東京都健康⻑寿医療センター研究所 副所⻑ 

2 委 員 江澤 和彦 公益社団法⼈ ⽇本医師会 常任理事 

3 委 員 ⼩⽟  剛 公益社団法⼈ ⽇本⻭科医師会 常務理事 

4 委 員 窪⽥ ⾥美 公益社団法⼈ 全国⽼⼈福祉施設協議会 ⽼施協総研
運営委員会委員

5 委 員 ⿑⽥ 浩⼀ 公益社団法⼈ ⽇本看護協会 
（みなと医療⽣協 ⽼⼈保健施設あつたの森） 

 
（副施設⻑補佐）

6 委 員 中島 朋⼦ ⼀般社団法⼈ 全国訪問看護事業協会 
（東久留⽶⽩⼗字訪問看護ステーション） 

常務理事 
（所⻑） 

7 委 員 ⼭⼝  潔 医療法⼈社団創福会 ふくろうクリニック等々⼒ 理事⻑・院⻑ 
     
厚労省 唐川  祐⼀ ⽼健局認知症施策・地域介護推進課 主査 
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【教材制作班】                                 〈50 ⾳順、敬称略〉 

   ⽒名 所属等 役職 

1 委 員 枝広あや⼦ 東京都健康⻑寿医療センター研究所 研究員 

2 委 員 桑原 良⼦ ⻑野保健医療⼤学看護学部 講師 

3 委 員 ⿑⽥ 浩⼀ みなと医療⽣協 ⽼⼈保健施設あつたの森 副施設⻑補佐 

4 委 員 陣内 ⼤輔 国際医療福祉⼤学保健医療学部 准教授 

5 座 ⻑ ⼭⼝  潔 医療法⼈社団創福会 ふくろうクリニック等々⼒ 理事⻑・院⻑ 

【事務局】    

    実施主体    合同会社 HAM ⼈・社会研究所 

    業務協⼒    地域活性化協同組合フロンティア、株式会社タスクプランニング 

 
【委員会・教材制作班の実施】    

      第１回 委員会                                                               
⽇時   令和２年８⽉28⽇（⾦） 18:30〜  於：フクラシア⼋重洲Ⅰ会議室 

議事   1  令和２年度事業計画案 
       2  病院勤務以外の看護師等に対する認知症対応⼒向上研修 
           ⑴ 研修のコンセプト等について 
           ⑵ 研修カリキュラム（⼤枠）について 

         第１回 教材制作班会議                                    
⽇時   令和２年９⽉16⽇（⽔）18:30〜  （web会議） 

議事   1  事業計画の確認と第１回委員会の振り返り 
           2  病院勤務以外の看護師等に対する認知症対応⼒向上研修 
              の教材制作について 
           3  具体的な教材制作の進め⽅について 

         第２回 教材制作班会議                                    
⽇時   令和２年11⽉９⽇（⽉）18:30〜  （web会議） 

議事   1  講義スライド教材について（スライド初版について） 
           2  動画教材について 
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      第２回 委員会                                                                
⽇時   令和３年１⽉19⽇（⽕） 18:30〜   （web会議） 

議事   1  病院勤務以外の看護師等に対する認知症対応⼒向上研修教材案 

           ⑴検討経過について 

           ⑵講義スライド案および動画教材案 

       2  認知症対応⼒向上研修について 

 

      第３回 委員会                                                                
⽇時   令和３年３⽉22⽇（⽉） 18:00〜   （web会議） 

議事   1  病院勤務以外の看護師等に対する認知症対応⼒向上研修教材案 

           ⑴研修テキスト案 （講義スライドおよび解説） 

           ⑵動画教材案 

       2  教材説明会に代わる情報提供について 

 

5-3 事業スケジュール 

委員会等、教材改訂作業（講義スライド、動画教材の作成等）の事業は、概ね以下のスケジュール

で進⾏した。 

図表  事業スケジュール（交付申請書⾯を更新） 

 令和２年 4 ⽉ 5 ⽉ 6 ⽉ 7 ⽉ 8 ⽉ 9 ⽉ 

事
業
実
施
内
容 

                                                   委員会等 事業計画調整         ● 
                                                                            第 1 回委員会 
                                                                                            ◆ 
                                                                                  第 1 回教材制作班会議

 10 ⽉ 11 ⽉ 12 ⽉ 令和３年 1 ⽉ 2 ⽉ 3 ⽉ 

事
業
実
施
内
容 

                                                              ●                               ● 
                     ◆                                  第 2 回委員会                     第 3 回委員会
            第 2 回教材制作班会議 
 
            病院勤務以外の看護師等認知症対応⼒向上研修の講義スライドの検討・改訂作業 
 
                                   動画教材（新作 2 編のシナリオ検討・作成・撮影） 
                                                                                               ◉ 
                                                                                          教材説明収録
                                                                               
                                                                                成果物(報告書)作成・配布
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Ⅱ 病院勤務以外の看護師等に対する認知症対応力向上研修の 

   カリキュラム検討・教材制作について 

 

1  研修カリキュラムの検討 
 

○ 現在、認知症地域医療⽀援事

業実施要綱の枠組みで展開され

ている認知症対応⼒向上研修

は、かかりつけ医認知症対応⼒向

上研修をはじめ 6 種類がある。認

知症施策推進⼤綱でも、➂医療・

ケア・介護サービス・介護者への⽀

援の中に位置づけられ、「認知症

対応⼒向上研修においては、医学

の進歩や医療・介護提供体制の

変化に対応するため適宜、必要な

⾒直しを⾏う」とされている。  

 

○ これまで、認知症対応⼒向上研

修は、かかりつけ医研修をはじめ、

様々な専⾨職向けに展開されてい

るが、地域の診療所の看護師等、

⻭科医療機関の⻭科衛⽣⼠、介

護サービス事業所等の看護職員な

どを対象とした研修が準備されてお

らず、令和３年度からの実施に向

けて研修カリキュラムの検討および

教材の作成を⾏った（⼀番右の

⾚枠の部分）。 
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○ 教材制作の⼯程（おおまかな流

れ）のうち、コンセプト検討、研修の⼤

枠の検討を委員会で⾏い、その内容

を受けて、具体的な研修内容の検討、

および、教材作成を教材制作班が担

当することとした。 

   いずれの検討においても、先⾏して

実施されている他の認知症対応⼒向

上研修の位置付けや標準的カリキュラ

ム・研修教材等を参考にして進められ

た。 

 

〈委員会における検討〉 

○ まず、検討課題❶として、「研修の

コンセプト」が検討された。 

   受講対象は、病院勤務以外の地

域の事業所等に勤務する医療従

事者（多職種）とした。想定され

る主な受講者は、診療所勤務の看

護師や⻭科医療機関の⻭科衛⽣

⼠等である。 

   研修⽬的は、他の認知症対応⼒

向上研修と同様に、認知症の患

者・利⽤者に対する基本的な”気づ

き”や医療従事者としての”対応⼒”の習得、とした。そのための、認知症の基本知識や地域の⽀援の仕組み

の習得も含まれるとされた。 

   修了者像（研修の到達⽬標）は、短期的（受講直後）としては、知識の習得や気づきの理解とし、中

期的（受講半年後程度）としては、習得した知識を⽇常業務において実践できること、また、認知症に関

する他の研修を受講するなどの継続的な学びにつなげることとされた。 
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○ 続いて、検討課題❷として、「研修

実施⽅法や運営」について検討され

た。 

   実施形態は、他の認知症対応⼒

向上研修と同様に、集合研修によ

る実施を基本とすることとされた。な

お、時間短縮やオンライン受講など

の柔軟な実施については、他の認知

症対応⼒向上研修との整合性の

関係もあるため、来年度からの研修

実施状況を踏まえて、継続的に検

討することとされた。（もっとも、委員会においては、コロナ禍の状況下において、オンライン受講の実施、修了

者数把握等の⽅法論については、早急に検討が必要との意⾒があった） 

 

○ 次に、検討課題❸として、「研修の⼤枠」について検討された。 

   研修時間は、かかりつけ医認知症対応⼒向上研修、⻭科医師認知症対応⼒向上研修が 210 分（3 時

間半）、病院勤務の医療従事者向け認知症対応⼒向上研修が 90 分（＋任意実施の演習）も参照し、

また、本研修の受講対象である、地

域の様々な拠点に勤務する多職種

である点に鑑み、90〜120 分程度の

ボリュームを⽬安に教材作成を⾏うこ

ととされた。 

 コンテンツ、いわゆる教材の形態とし

ては、集合研修で実施されることを前

提に、スライドによる講義（必要に応

じて動画教材も含め）とすることとさ

れた。なお、講義は他の認知症対応

⼒向上研修と同様に、都道府県・指

定都市（研修実施主体）が選定する認知症サポート医や認知症看護認定看護師等の講師が担当するこ

とが適当とされた。 
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○ 最後に、検討課題❹として、「編

構成」について検討された。 

   他の認知症対応⼒向上研修で

も、現状、➀研修の⽬的や職種ご

との役割を⽰す 1 編⽬、➁対応⼒

の中核的内容となる 2 編⽬、➂施

策や連携などの 3 編⽬という 3 編

構成が基本となっている。 

   まずは、この基本的な 3 編構成か

ら検討をスタートさせ、具体的な教

材検討の中で、各編に含まれる内

容や時間配分、編の名称などを設定していくこととされた。 
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2  研修教材の検討・作成 
 

○ 教材作成にあたっては、他の認知

症対応⼒向上研修の教材（講義

スライドおよび動画）を最⼤限活⽤

する形で各編に共通する部分を流

⽤し、それに、本研修の受講対象に

求められる要素・内容を加える⽅法

で⾏った。 

   教材作成の効率⾯のみならず、同

じ地域で活動する専⾨職が、同じ

⽅向性の教材で研修を受講するこ

とによる効果も期待するものである。 

 

○ 教材制作班では、2 回のオンライン会議の他、メールでの数多くのやり取りによって、新規の講義スライドの分

担作成、講義スライドの編ごとの枚数配分、編内での順序変更、解説⽂章の作成などを実施した。 

  ⼤枠の 3 編構成という基本の枠組

みから各編に含める内容（項⽬）を

検討し、加えて、より実践的な内容を

充実させるとの委員会での⽅向性、

⼀般に施策や社会資源等の情報⼊

⼿が可能である現在の環境などを勘

案して、「知識」編 20 分、「実践」編

70 分、「社会資源」編 10 分の計 100

分のカリキュラムとした。 

  また、動画教材についても、どの内

容のものを、どの編に配置するのが研

修内容の充実に資するかを検討した上で、「知識」編冒頭に”導⼊的内容”の動画を 1 編、「実践」編の 1 つ

の柱となる”多職種連携”の動画を 1 編作成することとした。 

  ※ 具体的な講義スライド・解説⽂章は 17 ページ以降を、動画教材シナリオは 58 ページ以降を参照 
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○ 各編の具体的な「ねらい」と含まれ

る内容（項⽬）を順に紹介する。 

   「知識」編では、“ねらい”は『認知

症である⼈や家族の視点に⽴ち、そ

の⽣活を⽀えるために必要な基本

的な知識を習得する』であり、➀研

修の背景、➁認知症とは、➂予防

の視点などで構成されている。 

 

 

○ 「実践」編では、“ねらい”は『認知

症である本⼈の QOL の向上を図る

ため、コミュニケーション、ケア及び多

職種連携による⽀援の実際を理解

する』であり、➀本⼈視点と意思決

定⽀援、➁コミュニケーション、➂ア

セスメントとマネジメント、➃BPSD の

対応と⾮薬物療法、⑤多職種連

携などで構成されている。 

 

 

○ 「社会資源」編では、“ねらい”は

『認知症である本⼈を取り巻く、医

療、介護及び地域の社会資源等

の活⽤の重要性を理解する』であ

り、➀施策全体像、➁仕組みや制

度で構成されている。 
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○ 動画教材の 1 編⽬は、研修冒頭において、➀よくある場⾯、➁認知症である本⼈の声、➂受講者へのメッ

セージで構成した。 

   2 編⽬は、受講対象職種が複数

登場する多職種連携の場⾯で構成し

た。単に多職種連携のやり取りのみな

らず、患者・利⽤者への効果、関わっ

た専⾨職への効果（還元）が⾒える

内容となっている。 

 

 

 

 

 

○ 全体構成（標準的カリキュラム案）を、受講対象や研修コンテンツが類似している「病院勤務の医療従事

者向け認知症対応⼒向上研修」の標準的カリキュラム（左側）と対⽐して整理した。 
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○ 他の認知症対応⼒向上研修教

材と同様に、全ての講義スライドに

は、スライド内で表⽰しきれない内

容説明や発展的な補⾜を、概ね

500 字程度の解説⽂章として付し

ている。（研修テキストで収載） 

 

 

 

 

 

 

○ 作成した教材は CD（研修テキス

ト PDF、講義⽤スライドパワーポイン

トファイル）と DVD（動画教材）

に格納し、都道府県・指定都市に

各 1 部ずつ、報告書とともに提供す

る。 
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○ 知識編、実践編、社会資源編を構成する（含まれる）講義スライドタイトル、動画教材タイトルの⼀覧を

整理する。 

  ※  新規 は新規に作成されたスライド 

     「かかりつけ医」等の他の研修職種 は、それぞれの研修から転⽤（⼀部改変を含む）したもの 

  ※ なお、かかりつけ医認知症対応⼒向上研修の教材について、令和２年度⽼⼈保健健康増進等事業

「認知症対応⼒向上研修の研修教材に関する調査研究事業（124）」（地域活性化協同組合フロン

ティア）において改訂作業が進められており、当該事業における教材制作と連携・情報共有を⾏い、可能

な範囲で改訂後の新しい講義スライドを共有（⼀部改変を含む）している。 

  ※ また、参照した他の認知症対応⼒向上研修の講義スライドは巻末（冒頭のみ抜粋）に掲載している。 

 
  中項⽬   スライドタイトル  

導⼊     認知症対応⼒向上研修の⽬的 新規 

知識編 
（中表紙）   ねらいと到達⽬標 新規 

研修の背景 
知-1 認知症施策推進⼤綱の概要 かかりつけ医 

知-2 本研修が必要とされる背景 病院スタッフ 

知-3 〔動画ⓐ〕 研修のはじめに   

認知症とは 

知-4 認知症とは 新規 

知-5 認知症⾼齢者数の推移 かかりつけ医 

知-6 認知症の原因疾患 かかりつけ医 

知-7 主な認知症疾患の特徴 新規 

知-8 認知症の症状と要因・誘因 ⻭科医師 

知-9 認知症の経過（変性疾患の場合） かかりつけ医 

知-10 早期発⾒・早期対応の意義 かかりつけ医 

知-11 軽度認知障害 MCI 新規 

予防の視点 
知-12 認知症予防＝多職種アプローチ 新規 

知-13 認知症の危険因⼦ 新規 
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  中項⽬   スライドタイトル  

実践編 
（中表紙）   ねらいと到達⽬標 新規 

本⼈視点と 
意思決定⽀援 

実-1 認知症である本⼈の理解 病院スタッフ 

実-2 認知症である本⼈の視点を重視したアプローチ かかりつけ医 

実-3 本⼈にとってのよりよい暮らしガイド サポート医 

実-4 認知症とともに⽣きる希望宣⾔ サポート医 

実-5 本⼈の視点を重視した施策の展開 かかりつけ医 

実-6 意思決定⽀援の基本原則 かかりつけ医 

実-7 認知症の⼈の意思決定⽀援ガイドライン かかりつけ医 

実-8 意思決定⽀援のプロセス かかりつけ医 

コミュニ 
ケーション 

実-9 コミュニケーションの特徴と⼯夫 病院スタッフ 

実-10 具体的なコミュニケーションの内容 かかりつけ医 

実-11 コミュニケーションにおける視点 かかりつけ医 

実-12 認知症である本⼈のケア：⼼理学的な概念 かかりつけ医 

実-13 良い状態／良くない状態 新規 

実-14 悪性の社会⼼理／ポジティブパーソンワーク 新規 

実-15 バリデーションの基本的態度 新規 

アセスメントと 
マネジメント 

実-16 アセスメントの留意点 かかりつけ医 

実-17 ADL のアセスメント かかりつけ医 

実-18 IADL のアセスメント かかりつけ医 

実-19 重症度のアセスメント（FAST） かかりつけ医 

実-20 BPSD のアセスメント 新規 

実-21 ケアのためのアセスメント 新規 

実-22 パーソンセンタードモデル 新規 

実-23 事例 新規 

実-24 5 つの要素によるアセスメント 新規 

実-25 認知症のマネジメント かかりつけ医 

実-26 診断後のサポートのあり⽅ かかりつけ医 

実-27 家族・介護者への⽀援 病院スタッフ 

実-28 チームアプローチの意義 新規 
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  中項⽬   スライドタイトル  

(続き) 

実践編 
 
 BPSD の対応と 

⾮薬物療法 

実-29 BPSD が発⽣する背景 看護職員 

実-30 BPSD の原因となりうる直前の状況 新規 

実-31 BPSD 対応の基本 新規 

実-32 認知症の⾮薬物療法とは 新規 

実-33 運動療法 新規 

実-34 ⾳楽療法 新規 

実-35 回想法 新規 

実-36 認知機能訓練・認知刺激・認知リハビリテーション 新規 

実-37 ⾮薬物療法は⾏動・⼼理症状を予防 新規 

多職種連携 

実-38 〔動画ⓑ〕 気づく、⽀える、つなげる  

実-39 連携とは 病院スタッフ 

実-40 多職種協働に必要な専⾨職個⼈の協働的能⼒ 新規 

実-41 多職種連携の効果をもたらす要因 新規 

実-42 多事業所間連携とは 新規 

実-43 多職種カンファレンス開催の要点 病院スタッフ 

実-44 ケアマネジャーと多職種の連携 かかりつけ医 

実-45 地域の多職種の役割 かかりつけ医 

実-46 多職種連携における役割 かかりつけ医 

実-47 多職種（多事業所間）連携のメリット 病院スタッフ 

 
 

  中項⽬   スライドタイトル  

社会 
資源編 

（中表紙）   ねらいと到達⽬標 新規 

施策全体像 

資 1 地域包括ケアシステム かかりつけ医 

資 2 認知症ケアパス かかりつけ医 

資 3 本⼈の状態に応じた適切なサービス提供の流れ サポート医 

資 4 認知症である本⼈への⽀援体制 かかりつけ医 

仕組みや制度 

資 5 地域包括⽀援センター かかりつけ医 

資 6 認知症である本⼈を⽀える様々な仕組み 新規 

資 7 介護保険制度利⽤の流れ かかりつけ医 

資 8 成年後⾒制度と⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業 新規 

資 9 若年性認知症である本⼈への⽀援 かかりつけ医 

まとめ 全体まとめ 資 10 修了者への期待と役割（研修のまとめとして） 新規 
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3  研修テキスト（講義スライド・解説）および動画教材シナリオ 
 
○ 次ページ以降に、研修テキスト（講義スライド・解説）の全編、および、知識編・実践編に挿⼊される動画

２編のシナリオを掲載する。 

 

     １  研修テキスト（講義スライド・解説）                 17 ページ～ 

            ▶ 知識編 （18） 

            ▶ 実践編 （26） 

            ▶ 社会資源編 （51） 

   ２  動画教材シナリオ                               58 ページ～ 
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Ⅲ 研修教材にかかる情報提供について 

 
○ 研修テキスト（講義スライド・解説）および動画教材の作成作業が終了した段階で、研修の講師となる

認知症サポート医や認知症看護認定看護師等および実施主体である都道府県・指定都市の担当者向け

の教材についての情報提供として、教材制作班委員による教材説明を収録の上、DVD として配布した。 

  ※当初、教材説明会の開催を計画していたが、コロナ禍の状況に鑑み、DVD 収録・配布の⽅法とした。 

 

○ 教材説明 DVD 収録の主な内容は以下の通りである。 

   1 実施時期   2021年 3⽉ 21⽇（⽇） 13:00〜 

   2 形式       会議室での収録形式   （於︓航空会館） 

   3 所要時間   概ね 60分  
                ※教材説明は 実際のカリキュラムでの所要時間の半分を⽬安 
                ※動画教材の視聴を含む 
   4 内容案  

   所要時間（約） 担当講師等 備考 

1 教材作成の趣旨説明 12 分 山口座長  

2 教材説明   

知識編 11 分 山口座長 （動画 6 分込） 

実践編 （～非薬物療法） 11 分 山口座長  

       （多職種連携～） 19 分 枝広委員 （動画 8 分込） 

社会資源編 7 分 枝広委員  

 

○ 「教材作成の趣旨説明」パートは、次ページ以降の

スライドを⽤いて、また、教材説明パートは、実際の

研修教材を⽤いて、講義のポイントを中⼼とした説

明を収録した。 

                   ※成果物の DVD ジャケット 
                             の⾚枠の部分 
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Ⅳ 考察 

 １  研修実施について                                                                     

  1.1  研修の確実な実施・展開について  

  ○本年度の事業において検討・作成された「病院勤務以外の看護師等認知症対応⼒向上研修」は、地域

の医療機関等に勤務する看護師、⻭科衛⽣⼠、作業療法⼠等の医療従事者を対象とする多職種向け

の研修である。よって、都道府県・指定都市における研修の企画⽴案において、委託等を含む実施主体

や講師の選定、また、受講案内先などについて、⼗分に検討する必要があると考える。 

  ○診療所のかかりつけ医や⻭科医療機関の⻭科医師とともに、地域の医療拠点としての対応⼒を向上させ

るという研修の⽬的、また、約 100 分で構成される教材の特徴を活かして、①かかりつけ医認知症対応⼒

向上研修や⻭科医師認知症対応⼒向上研修の実施との連動（研修実施や受講案内など）を試みる

こともありうる。また、多職種を対象とした研修であることから、➁他の多職種向け研修の⼀部として実施

するなどの⼯夫も考えられる。 

  ○さらには、都道府県・指定都市を実施主体とする枠組みを前提としつつ、管内の市町村との連携をとりな

がら、開催・案内エリアを絞り、市町村等単位の既存のネットワーク等も活⽤して、講師や会場の確保、

多職種への受講案内を⾏うなどによって、計画的に研修展開を図る（開催済みエリアを順次県内に広げ

ていく）ことも検討の余地があると思われる。 

  ○もちろん、これらに加えて、これまで認知症対応⼒向上研修としての受講機会がなかった「病院勤務以外

の看護師等」に対する導⼊的学習のコンテンツとして広く学習機会が提供されるよう、次期事業等の枠組

みにおいても、都道府県・指定都市による研修実施等の⼯夫や取り組み例など、広く情報共有されるよう

⽀援・フォローアップすることが重要である。 

 

  1.2  オンライン実施等への対応  

  ○本年度の研修カリキュラムの検討・教材制作においては、「他の認知症対応⼒向上研修に並んで地域に

おいて集合研修により実施する」ことを前提に、研修テキスト（講義スライド・解説）、動画教材の⾒直し

を進めたところである。 

  ○もっとも、前述の教材説明にかかる講習会を DVD 収録とした背景の通り、都道府県・指定都市における

研修実施についても、集合研修における⼯夫（少⼈数規模での実施、複数回開催など）に加え、オンラ

イン形式による実施など様々な取り組みが⾏われている・検討されていると推察される。 
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  ○本年度は、新規研修のカリキュラムの検討・教材制作を中⼼としたため、コロナ禍の状況を含めた研修実

施⽅法にかかる具体的な検討、また、それに対応する教材形態の複数準備等には⾄らなかったが、今後

は、オンライン形式の研修実施に向けた対応教材の開発についても検討しなければならないと考える。 

  ○また、他の認知症対応⼒向上研修と同様、今後本研修も認知症施策推進⼤綱におけるＫＰＩ／⽬

標において位置付けられることが考えられるが、本研修にかかる進捗把握、修了者の地域における活動⽀

援（修了者の把握）などについても、研修の⽬的やカリキュラム等の特性を踏まえつつ、併せて検討するこ

とが重要と考える。 

 

 

 ２  研修教材の継続的なフォローアップについて                                             

  2.1  教材の評価と継続的な修正等の対応  

  ○研修のカリキュラム検討・教材制作にあたり、事業終盤において教材制作班委員が所属する地域医師会

等の協⼒を得て、新規教材を⽤いたモデル研修の実施および受講者や講師による評価を予定していたと

ころである。しかし、作業過程において、研修の⽅向性やカリキュラムの慎重な検討等に多くの時間を要し、

また、本年度のコロナ禍の事情も相俟って、⼗分な教材評価が叶わなかった点は反省すべき点である。 

  ○新規の研修・教材である点を踏まえれば、より多くの⽬に触れ、評価を得、修正改善を図ることを継続的

に実施していくことが必要なことは⾔うまでもない。次年度からの都道府県・指定都市による研修実施によ

る実践評価の形になるが、講師の先⽣⽅、受講者の看護師、⻭科衛⽣⼠等の医療従事者の⽅々から

の意⾒や評価を収集し、次期事業において継続的に教材改善等のフォローアップにあたることが望まれる。 

 

  2.2  演習の導⼊等の⼯夫   

  ○本年度制作した研修教材は、講義スライドおよび動画教材による講義中⼼のコンテンツとなっている。もっ

とも、医療・介護等の専⾨職向け研修においては、研修の効果性や受講者の満⾜度等の⾯において、演

習・グループワークは必須のコンテンツとも⾔われている。 

○病院勤務以外の看護師等認知症対応⼒向上研修が、地域の多職種を受講対象とする点に鑑みても、

講義に併せて演習・グループワークが⾏われることが望ましく、次期事業の枠組み等における研修教材の継

続的なフォローアップの中においても、演習・グループワークの導⼊やそのコンテンツ・資材等が検討されること

が期待される。 

 

- 72 -



○併せて、都道府県・指定都市においては、研修教材のブラッシュアップを待たず、企画⽴案・講師等との調

整の中で、演習・グループワークの追加等を可能な範囲で検討・実施して頂きたいと考える。その際には、

認知症対応⼒向上研修の実施⽀援の前⾝事業（⽼健事業）で制作され、本研修への利活⽤が可能

な「病院勤務の医療従事者向け認知症対応⼒向上研修」の演習素材※、「かかりつけ医・⻭科医師・薬

剤師の各認知症対応⼒向上研修」や各研修の修了者のフォローアップを⽬的に制作されたグループワーク

動画教材※などを活⽤することも考えられる。 

   ※演習教材等掲載 URL 
     https://frontier-rc.org/ninnchisyoutaiou.html （地域活性化協同組合フロンティア ホームページ） 

 

 

 ３  認知症対応力向上研修全般について                                                    

 研修のアウトカム評価の必要性  

  ○認知症対応⼒向上研修全体にかかる課題として、研修のアウトカム評価が挙げられる。認知症対応⼒

向上研修の進捗把握としては、これまで研修修了者数をベースに⾏われてきたが、地域の認知症対応の

⼈材・拠点のすそ野を広げること（点から⾯へ）については、新オレンジプランにおける⽬標達成等をみても

⼀定程度の成果がみられる。 

  ○もっとも、認知症に関する社会の変化、情報の充実等に鑑みれば、認知症対応⼒向上研修の実施・推

進による効果測定、いわゆるアウトカム評価について、研修実施主体である都道府県・指定都市等におい

て実施、また活⽤し易い指標を検討することが必要である。 

  ○研修のアウトカム評価は、様々な先⾏研究や指標があるが、認知症対応⼒向上研修の施策上の位置

付け、他の認知症施策との関係も考慮しながら、「受講者がどう変わったか」、「事業所・拠点がどう変わっ

たか」、「地域がどう変わったか」、そして何より「患者・利⽤者がどう変わったか」 等の多⾯的な実態調査を

⾏った上で、実態に即した、また、地域事情を加味し易いアウトカム評価指標の検討が⾏われることが期

待される。 
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